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とのことでした.ちなみに現在日本には約1000名の留学

生が滞在中とも聞きました.いま中国が進めている 4 つ

の現代化の 1 つ「科学技術」のそれに大いにカを入れて

いることをひしひしと感じました.シンポジウムでも討

論に参加する院生の姿も目立ち，わが国でもかくありた

いと思ったことです.

最後にまったくの私事で恐縮ですが，私もいたずらに

馬齢を重ね，この 3 月で大学での生活を終わることにな

りました.これからは生硬(な)迂読の生活を送るつもり

でおります.今後ともみなさまの御叱正をお願い申し上

げます.

住友重機械工業
シミュレージョングJレープ 堀尾正彦

でも，シミュレーションが仕事の一分野として認めら

れたことで，今後はこの分野の事業化を，個人的には一

流をめざして，出張ってきた腹を気にしたがらもうひと

頑張りと L 、う状況です.

塩事事言語査統計謀 本荘 雄一

現在たずさわっている統一資料システムについて紹介

する.神戸市においては，庁内での行政計画の策定や日

常の行政活動をサポートするためのコンビュータ・シス

テム(統一資料、ンステム)を開発し，科学的行政への活用

を図っている.統一資料システムは，①指定統計データ

および業務データ，②計量経済，システムダイナミック

スなどの問題解決分析のためのプログラム③人民経

昨年12月に，システム(計算機)室から分離独立してシ 済なと春の予測分析モデルの 3 つの部分からなっている.

ミュレーショ γ グループとなりました.総勢 7 名ですが 統一資料システムは，市行政のさまざまなレベルの意

守備範囲は広く， CAD ・構造解析を除いたもの，熱・ 思決定を支援してきたが，昭和59年度には，新神戸市総

流体等の連続系とマテリアルハンドリング等の離散系の 合基本計画の改定を支援するため， f神戸社会経済シミュ

問題解析一般です.手法はさまざまで，数学・制御…O レーションモデル」を開発した.このモデルの機能は計

Rに限りません.特に，モデル構築の重要性を痛感し， 画改定参加者に対して，①地域社会の重要な要素につし、

大学でもっと勉強しておくんだったと後悔しきり. て長期予測に関する情報や，②さまざまな代替政策の効

最近は，機械系の伝熱解析をやる一方，人工知能への 果に関する情報などを提供するものである.

アプローチとしてTQC の FTA分析や故障診断エキス 今後D S S (意思決定支援システム)アプローチによっ

ミートシステムを試作するための LiSP の学習に多忙な て，統一資料システムのよりいっそうの機能の拡充を図

日々です. っていきたいと考えている.

編集後記砂日々めまぐるしくかわるこのごろです.情報 トな反応をみようとする，リアルタイム市場調査なる

ネットワークの発達によって遠い国の動静も直ちにキャ ものを開始した組織があります.新たな手法の出現とい

ッチされマスコミで報道されます.私たちの感覚をそれ うところでしょうか砂「研究室だより」が定着してま

に追従させるのはたいへんです.通常， êIと耳で世の動 いりました.どこで何をやっているかはおたがいに輿

きを私たちはとらえますが，最近の若者は体で感ずるの 味あるのですが，なかなかおもてに出てまいりません.

でしょうか. しかし“若者はヘとあなどるわけにもい ORの普及と発達のためには情報交換が重要である

きません.消費市場を先導するのは若者と女性という見 と思いますので，この欄をどうか有効にご利用くださ

方もあります.最近原宿で商品に対する若者のダイレク い. (J) 
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